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（提出に当たり、本ページは削除してください。）
令和７年度補正予算
生産性の抜本的な向上を加速化する革新的新品種開発（提案公募型）
[bookmark: _Hlk184656886]応募様式（研究課題提案書）

（記載事例及び留意事項を含む）○　所定の様式（Word）を用い、様式の改変は絶対に行わないでください。
○　文字数に制限がある項目は字数を厳守してください。制限の無い項目においても、ページ数が過多にならないよう、簡潔明瞭で理解しやすい記載を心がけてください。
○　特段の指摘が無い限り文字数に制限はありませんが、読みやすい記述を心がけてください。
○　該当しない様式は、削除して提出してください。
○　原則、ＭＳ 明朝で記載してください。
○　本事業での研究項目毎の呼称は、一番大きな区分を中課題（中課題１、中課題２・・・）とし、以下を小課題（小課題（１）、小課題（２）・・・）、と称します。

本様式の青文字及び不要なページ等を削除し、別記様式６ データマネジメントプランを加えてPDF化したものを、研究課題提案書として提出してください。
作成した様式は、府省共通研究管理システム（e-Rad）に必要事項を入力後、忘れずにアップロードしてください。


（提出に当たり、本ページは削除してください。）


（提出に当たり、本ページは削除してください。）

○　研究課題提案書は、以下の構成となっています。
【必須】となっている様式は必ず提出してください。
【該当研究課題のみ】となっている様式は該当研究課題のみ提出してください。
	・様式１
	研究計画調書
	【必須】

	・様式２
	研究課題内容
	【必須】

	・別記様式１－１
	研究課題概要図
	【必須】

	・別記様式１－２
	研究グループの構成
	【必須】

	・別記様式１－３
	研究課題の構成及び年度目標（令和８年度細部研究計画）
	【必須】

	・別記様式１－４
	研究課題の構成及び年度目標（各年度）
	【必須】

	・別記様式２
	参画機関の知的財産への取組状況等
	【必須】

	・別記様式３
	情報管理実施体制について
	【必須】

	・別記様式４
	研究管理運営機関を活用する理由書
	【該当研究課題のみ】

	・別記様式５
	研究支援者の情報等
	【該当研究課題のみ】

	・別記様式６
	データマネジメントプラン
	【必須】

	・別記様式７
	研究活動の不正行為防止のための対応　
	【必須】




（提出に当たり、本ページは削除してください。）

様式１　研究計画調書　必須
[bookmark: _Hlk531341981]１．公募課題の要件
（１）研究課題情報
	研究課題名
	


	研究期間
	　　　　令和８年度　～　令和　年度　（○年間）

	新品種開発のための
分析機器等整備の適用有無
	（適用する場合は○、適用しない場合は空欄）

	分野
	

	分科
	

	細目表ｷｰﾜｰﾄﾞ
	

	細目表以外の
キーワード
	

	研究代表者
氏名
	（フリガナ）
	

	
	（漢字等）
	

	所属研究機関
	



	住所
	〒

	電話番号
	

	E-mail
	

	部局
	

	職名
	

	経理事務
担当者氏名
	


	経理担当部局名・
連絡先等
	電話番号：
E-mail：

	研究管理運営機関責任者
氏名 ※３
	（フリガナ）
	

	
	（漢字等）
	

	所属研究機関
	


	住所
	〒

	電話番号
	

	E-mail
	

	部局
	

	職名
	

	経理事務
担当者氏名
	


	経理担当部局名・
連絡先等
	電話番号：
E-mail：


※１　各項目には応募時点のものを記載としますが、今後の機関名の変更や市町村合併等による所在地の変更、研究代表者の変更等が既に決まっているものがあれば、その変更時期及び内容を括弧書きで記載してください。
※２　電話番号及びe-mailアドレスは半角文字で記載してください。
※３　研究管理運営機関を活用する場合のみ記載してください（活用しない場合は削除）。
※４　「分野」、「分科」、「細目表キーワード」については、日本学術振興会の下記のホームページに掲載されている審査区分表から、それぞれ「中区分」、「小区分」、「内容の例」から該当するコード番号等を記載して下さい。
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/02_koubo/shinsakubun.html
（例）大区分Ｆ、中区分38〔農芸化学およびその関連分野〕、小区分38010〔植物栄養学および土壌学関連〕、内容の例：植物代謝生理　の場合
分野：38（農芸化学およびその関連分野）
分科：38010〔植物栄養学および土壌学関連〕
細目表キーワード：植物代謝生理
※５　「新品種開発のための分析機器等整備の適用有無」について、適用する場合は、初年度のみ新品種開発のための分析機器等整備にかかる設備備品費を上限額10,000千円まで計上可能。

（２）対象作物
[bookmark: _Hlk184656743]※１　対象作物を記載してください（複数の対象作物で新品種開発を行う場合には、対象作物ごとに応募様式（研究課題提案書）を提出する必要があります。）。対象作物は食料安全保障上重要な農作物（輸出重点品目を含む）である必要があります。
※２　各種用途が指定されている作物は開発する品種の用途を記載してください（例：パン用小麦、でん粉用バレイショ等）。

（３）対象特性
	
	該当に〇を付ける

	①　気候変動による収量や品質の低減を抑制する特性（高温耐性等）
	

	②　原料品質を損なわない多収性
	

	③　スマート農業技術に適合した機械作業適性
	

	④　環境負荷低減（化学農薬・肥料の使用量や栽培期間の温室効果ガス発生量を低減等）を推進する特性（病害虫抵抗性等）
	

	⑤　輸出を推進する貯蔵適性や高付加価値性
	


※　開発する品種について一つ以上特性を指定してください。
（改ページしてください）

２．各年度別経費内訳（審査項目３関係）
※　表がページをまたぐ場合は改ページしてください。
※　該当しない年度は削除してください。
※　新品種開発のための分析機器等整備を適用する場合は、初年度のみ新品種開発のための分析機器等整備にかかる設備備品費に記載してください。初年度に限り上限額10,000千円まで計上可能です。
設備備品費に計上する新品種開発のための分析機器等の整備は、原原種の試作までを含めた品種開発を行うために真に必要な分析機器等を計上できます。分析機器等の導入ありきの研究計画になっていると見なされるものは認められません。

（１）単独機関、研究グループ（コンソーシアム）全体分　※１
（単位：千円）
	[bookmark: _Hlk531617884]大項目
	中項目
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	計

	

直
接
経
費
	1.物品費

	設備備品費
	
	
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	2.人件費
・謝金
	人件費
	
	
	
	
	

	
	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	3.旅　費
	旅　費
	
	
	
	
	

	
	4.その他

	外注費
	
	
	
	
	

	
	
	その他（外注費以外）
	
	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	
	

	間接経費
（上記経費の30%以内）
	
	
	
	
	

	一般管理費（※２）
	
	
	
	
	

	委託費合計（直接経費＋
間接経費＋一般管理費）
	
	
	
	
	


※１　参画する全ての研究機関の経費の合計を記載してください。
※２　研究管理運営事務を専門に行う研究管理運営機関の直接経費の15％以内










（２）研究機関別内訳（コンソーシアムの場合のみ）
＜研究グループ（コンソーシアム）代表機関：○○○○＞
（単位：千円）
	大項目
	中項目
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	計

	

直
接
経
費
	1.物品費

	設備備品費
	
	
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	2.人件費
・謝金
	人件費
	
	
	
	
	

	
	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	3.旅　費
	旅　費
	
	
	
	
	

	
	4.その他

	外注費
	
	
	
	
	

	
	
	その他（外注費以外）
	
	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	
	

	間接経費
（上記経費の30%以内）
	
	
	
	
	

	委託費合計
（直接経費＋間接経費）
	
	
	
	
	



＜研究グループ（コンソーシアム）共同研究機関：○○○○＞
[bookmark: _Hlk27668401]（単位：千円）
	大項目
	中項目
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	計

	

直
接
経
費
	1.物品費

	設備備品費
	
	
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	2.人件費
・謝金
	人件費
	
	
	
	
	

	
	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	3.旅　費
	旅　費
	
	
	
	
	

	
	4.その他

	外注費
	
	
	
	
	

	
	
	その他（外注費以外）
	
	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	
	

	間接経費
（上記経費の30%以内）
	
	
	
	
	

	委託費合計
（直接経費＋間接経費）
	
	
	
	
	


※　参画共同研究機関ごとに共同研究機関名と表を追加して記載してください。
※　単独機関で応募する場合は、共同研究機関の表を削除してください。



[bookmark: _Hlk27665211]＜研究管理運営機関：○○○○＞
※　研究を実施しない研究管理運営機関を設置する場合は、以下の表を作成してください。該当しない場合は、表ごと削除してください。
（単位：千円）
	大項目
	中項目
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	計

	

直
接
経
費
	1.物品費

	設備備品費
	
	
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	2.人件費
・謝金
	人件費
	
	
	
	
	

	
	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	3.旅　費
	旅　費
	
	
	
	
	

	
	4.その他

	外注費
	
	
	
	
	

	
	
	その他（外注費以外）
	
	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	
	

	一般管理費（※２）
	
	
	
	
	

	委託費合計
（直接経費＋一般管理費）
	
	
	
	
	




※　「２．各年度別経費内訳」作成の留意事項

１．委託費の内訳は、下記リンク「委託業務研究実施要領～事務処理関係編～」に従って記載してください。
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/common_form/index.html

２．各所要額（人件費・謝金を除く）は、消費税（10％）込みで記載してください。

３．設備備品費は、原則、初年度に計上するよう計画を立ててください。なお、園芸施設や畜舎など、一般的な建物や構築物の取得は認められません。

４．設備備品を導入する際には、購入、リース、レンタル等の手段から、経済性等を勘案して最適な方法を選択してください。
また、受託者の負担により整備すべき机、椅子、書庫等の什器、パソコン、デジカメ又はその周辺機器など、汎用性の高い事務機器等の購入は原則として認められません。
ただし、以下３点については、本事業でのみ使用することを前提に、理由書の事前提出により、その必要性を生研支援センターが認めた場合に限り計上できます。
・　本事業で購入する研究用機器の制御装置や解析装置として付属しているパソコン、プリンタ等
・　本事業で収集するデータの保存・解析等のために専用で使用するパソコン、デジカメ等
・　調査現場で収集するしたデータの保存、事業遂行に必要な各種画像データの保存に必要なパソコン、周辺機器等

５．コピー用紙、トナー、USB メモリ、Windows等のOS、フラットファイル、文房具、作業着、食品用ラップ、辞書、定期刊行物等の汎用性が高い消耗品については、原則として計上は認められませんが、本事業のみに使用することを前提に、当該年度で使用する最低限の必要数については認められます。必要性や購入数について、生研支援センターからの求めに応じて説明できるよう、理由書等の準備が必要になります。

６．旅費については、直接本事業に係るもののみ計上可能であり、例えば、単なる情報収集のための学会出張等（本事業における明確な必要性等がないもの）は認められません。また、外国への出張旅費及び外国から研究者等を招へいするための旅費等は、原則認められません。これらが不可欠な場合は、その必要性や出張先を、様式２の「２．（２）中小課題ごとの研究計画」に具体的に記載してください。また、様式１の２.各年度別経費内訳の表中の「２．旅費」欄に外国旅費の見積額を記載してください（記載例：（うち外国旅費○○））。
　　なお、研究管理運営機関は、外国旅費及び招へい旅費・滞在費を計上できません。

７．間接経費は、研究機関等が研究遂行に関連して間接的に必要とする経費であり、管理部門、研究部門、その他関連事業部門に係る施設の維持運営経費等、研究の実施を支えるための経費であって、直接経費として計上できない経費です。間接経費は、個々の構成員ごとに、直接経費の30％以内の額を計上できます。なお、所要額については管理部門等とあらかじめよく相談の上、計上してください。
　　特許等の本事業で得られた成果を権利化するために必要な経費（特許出願、出願審査請求、補正、審判等に係る経費）については、間接経費での支出が可能です。ただし、登録や維持に関わる費用は受託者の自己負担となります。

８．研究管理運営機関のみが計上できる一般管理費は、研究管理運営業務の遂行に直接関連していないが、当該業務推進のために必要な事務費、光熱水料、燃料費、通信運搬費、租税公課、事務補助職員の賃金等であって、研究管理運営事務を専門に行う研究管理運営機関の直接経費の15％に相当する額を上限として必要額を計上できます。

（改ページしてください）



（３）研究組織（研究代表者及び研究分担者等）
	
	氏名
研究者番号
	所属研究機関
部局
職名
	現在の専門
学位（最終学歴）
役割分担
	令和８年度
研究経費（千円）
（直接経費・
間接経費）
	エフォート
（％）

	研
究
代
表
者
	





	

	

	


	






	
	
	

	

	
	

	
	
	
	
	


	

	
	
	

	

	
	

	研
究
分
担
者
	





	

	

	


	






	
	
	

	

	
	

	
	
	
	
	


	

	
	
	

	

	
	

	
	





	

	

	


	






	
	
	

	

	
	

	
	
	
	
	


	

	
	
	

	

	
	

	計　　○○名
	令和８年度
研究経費合計
	
	


※１　必要に応じて欄を追加して記載してください。
[bookmark: _Hlk92194474]※２　中課題責任者には○、小課題責任者には△を、該当する氏名の前に記載してください。研究計画の遂行に関し、名目的に名前を連ねるなど実質的な責任を負わない者は、研究分担者として加えることができないので注意してください。
※３　上段に直接経費を、下段に間接経費を記載してください。
※４　当該研究者の全仕事時間に占める本研究課題に充てる時間の割合（小数点以下を四捨五入した整数値）を記載してください。

（改ページしてください）


様式２　研究課題内容　必須
※　以下１及び２については「様式１　研究計画調書」の「１．公募課題の要件」を踏まえて記載してください。
１．研究目的
（１）研究目的（審査項目１関係）
※　本研究期間終了時（今回応募する研究の最終年度）に目標としている技術・成果の定量的な達成目標等を具体的に記載してください。また、本研究を実施するに当たり、既往の研究成果についても簡潔に記載してください。
　※　新品種開発以外に、新品種開発に付随する技術、普及・実用化に向けた技術の開発を実施する場合には、その点も記載してください。

（２）科学的・技術的観点からの新規性・優位性（審査項目１関係）
※　現行の普及品種の技術水準や関連分野の研究開発状況を踏まえて、研究内容に科学的意義に対する新規性・独創性が分かるように記載してください。
また、技術水準が高く類似する新品種が他方にも存在する場合、提案する研究課題の優位性が分かるように記載してください。


２．普及計画と政策課題等の解決に至るロードマップ
（１）普及計画（審査項目５関係）
※　指定した地域への開発品種の普及目標、目標に至るまでの普及計画（置き換え品種、置き換え面積、普及方法の有効性等）を記載してください。
※　過去の地域に対する技術導入経緯や実績から見た今後の将来性、当該技術が他の地域へ波及する可能性について分析をしてください。

（２）政策課題等の解決に至るロードマップ（審査項目１、５関係）
※　農業政策上の重要課題（気候変動に適応した農業生産、みどり戦略に基づく環境負荷低減、付加価値向上、農産物の輸出拡大、農作業のスマート化等）について、政策課題の解決に向けてどのようなボトルネックがあって、新品種開発によってどのように解決を行うのか、既存品種・既存技術との対比を含めてロードマップという形で具体的に説明してください。　
※　提案する新品種開発の研究課題が他の手法と比較して最適であることを簡潔に説明してください。

（３）開発品種の普及を目指すエリアにおける市場規模、経済効果（審査項目５関係）
※　開発品種の普及を目指すエリアにおける市場規模、生産から消費までの波及効果等について具体的に記載してください。
※　研究成果を生産現場等へ導入した場合の技術の代替効果、付加価値の付与等のマクロ的な経済的効果について、可能な限り定量的（試算で可）に記載するとともに、その算出根拠についても具体的に記載してください。


３．環境負荷低減事業活動の促進等への対応状況（加算ポイント関係）
　　（コンソーシアムを構成する研究実施機関に、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号、以下「みどり法」という。）、農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（令和６年法律第63号、以下「スマート法」という。）に基づき、以下の計画の認定を受けている又は申請中の者が含まれている場合は、該当する内容に○を付けること。）
	
	認定済
	申請中
	備考

	みどり法に基づく環境負荷低減事業活動実施計画、特定環境負荷低減事業活動実施計画又は基盤確立事業実施計画
	
	
	

	スマート法に基づく開発供給実施計画
	
	
	


※　各計画内に新品種開発が位置付けられている必要があります。
※　備考には該当する構成員名等を記入してください。
※　認定を受けている場合は認定証の写しなど認定状況の分かる資料を、申請中の場合は申請書類の写しを、本研究課題提案書の末尾に結合して提出してください。


４．研究計画・方法
（１）研究項目ごとの研究内容（審査項目２関係）
　　別記様式１－３、１－４に記載の通り。

（２）研究成果の科学面や利用面での検証（審査項目２関係）
 　※　研究成果である開発技術の科学面での評価と改善の内容について、中課題ごとに比較対象を具体的にあげながら評価と改善の方法について記載してください。
（記載例）
中課題１．○○における△△の確立
小課題（２）・・・・・・の開発
本小課題では、１年目に開発する○○について、２年目にユーザーである・・・・・・に実際に使用してもらい、３年目にユーザーの意見を踏まえながら改良し完成させる。

（３）研究の効率的な実施に向けた取り組み（審査項目４関係）
　※　研究代表者及び研究分担者が連携して研究開発を行うための情報共有を円滑に行うための取り組み（推進会議、現地検討会等）、研究開発を進めるにあたって研究者倫理や法令順守を周知する取り組みについて、実施頻度も含めて記載してください。

（４）本研究開発に使用する予定の設備等の保有状況（審査項目３関係）
本委託事業を進めるに当たって使用する予定の主な設備等の保有状況とその用途を記載してください。
	設備等の名称
	保有する
研究機関名
	内　　　容
（使用目的、仕様等を記載してください。）

	

	
	

	

	
	



（５）新品種開発のために必要な分析機器等の整備（審査項目２関係）
新品種開発のための分析機器等整備を適用する場合は、初年度に計上する新品種開発のために必要な分析機器等について、整備する内容を記載してください。
	分析機器等の名称
	導入する
研究機関名
	金額（円）
	内　　　容
（使用目的、必要性、仕様等を記載してください。）

	

	
	
	

	

	
	
	




５．研究業績（研究者情報）（審査項目３関係）
（１）研究代表者の経歴等（研究代表者のみ記載）
	研究代表者名
	農林　太郎

	主な職歴と
研究内容



	○○年～○○年　○○大学○○学部助手
○○年～○○年　○○大学○○学部助教授
○○年～○○年　○○大学○○学部教授
○○に関する研究に従事
これまでに開発した品種名：○○○○○、○○○○○
○○○○の○○○栽培方法を開発（○○年）



（２）主な研究論文、著書及び特許の取得
※　本項目には、研究代表者及び研究分担者がこれまでに発表した論文、著書、産業財産権（特許出願番号等）、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものをresearchmapからコピーする方法により、現在から順に発表年次を過去にさかのぼって記入してください（全員分あわせて５件以内）。
・　雑誌の場合は、タイトル、著者名、学会誌名、巻（号）、ﾍﾟｰｼﾞ－ﾍﾟｰｼﾞ、発行年（西暦）
・　書籍の場合は、タイトル、著者名、出版社名、発行年（西暦）・　育成者権の場合は、品種名、出願（或いは登録）番号、取得又は出願（或いは登録）年月日（西暦）の順に記載してください。
・　特許の場合は、特許名、特許番号、取得又は出願年月日（西暦）の順に記載してください。
・　著者（共著者）に本人及び研究分担者が含まれる場合は名前にアンダーラインを付してください。

【記載例】
〈論文〉
「○○○に関する研究」、農林太郎、水産次郎、畜産三郎、○○学　会誌、1(1)、20-30(200○)
「Development of novel analysis method for ○○○○」農林太郎、 Gaikokujin A., 林業花子, Gaikokujin B.Journal of Agriculture,1　　(1) 20-30(200○)  
※　外国語論文であっても、日本人の共著者の氏名は日本語標記としてください。
〈著書〉
「○○の現状」、農林太郎、○○出版社（200○）
〈育成者権〉
「○○○○○○○」、出願番号○○○○○、出願20○○年○月○日
〈特許〉
「○○○の製造方法」、特願200○-○○○、出願200○年○月○日


６．研究費の応募・受入等の状況・エフォート（審査項目３関係）

＜研究代表者＞（氏名　○○　○○）
「○○○（研究機関名）　○○（研究者名）」は、以下に示す研究費や所属機関・役職に関する情報に加えて、寄附金等や資金以外の施設・設備等の支援を含む、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性確保のために必要な情報について、関係規程等に基づきに適切に所属機関に報告していること、誓約いたします。

（１）応募中の研究費
	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	【本応募研究課題】

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）



	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	【本応募研究課題】

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）


※　研究費ごとに記入枠を追加・削除する。

（２）受入予定の研究費
	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）



	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）


※　研究費ごとに記入枠を追加・削除する。

（３）現在受け入れている研究費
	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）



	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）


※　研究費ごとに記入枠を追加・削除する。

（４）その他の活動　　　エフォート：　　　％

（５）他機関における役職　　
　　　研究代表者が申請時に記載する役職以外で、他機関における役職がある場合は、機関名・役職（兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契約のない名誉教授等を含む。）に関する情報を記入してください。
	所属機関名
	役職名

	○○大学
	名誉教授

	○○株式会社
	顧問

	
	




＜研究分担者＞（氏名　○○　○○）
「○○○（研究機関名）　○○（研究者名）」は、以下に示す研究費や所属機関・役職に関する情報に加えて、寄附金等や資金以外の施設・設備等の支援を含む、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性確保のために必要な情報について、関係規程等に基づきに適切に所属機関に報告していること、誓約いたします。

（１）応募中の研究費
	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	【本応募研究課題】

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	



（総額　　　　千円）



	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	【本応募研究課題】

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	



（総額　　　　千円）


※　研究費ごとに記入枠を追加・削除する。

（２）受入予定の研究費
	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）



	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

（R  ～R　 ）

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）


※　研究費ごとに記入枠を追加・削除する。

（３）現在受け入れている研究費
	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）



	資金制度・研究費名
（研究期間・配分機関等名）
	

	研究課題名
（研究代表者氏名）
	

	役割（代表・分担の別）
	

	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)　
(千円)
	
（　　　　）

	エフォート(%)
	

	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由
	


（総額　　　　千円）


※　研究費ごとに記入枠を追加・削除する。

（４）その他の活動　　　エフォート：　　　％

[bookmark: _Hlk125138164]（５）他機関における役職
　　　研究分担者が申請時に記載する役職以外で、他機関における役職がある場合は、機関名・役職（兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契約のない名誉教授等を含む。）に関する情報を記入してください。
	所属機関名
	役職名

	○○大学
	名誉教授

	○○株式会社
	顧問

	
	


※　本応募課題の研究代表者及び研究分担者の応募時点における、「（１）応募中の研究費」、「（２）受入予定の研究費」、「（３）現在受け入れている研究費」、「（４）その他の活動」について、次の点に留意し、記入してください。また、「（１）応募中の研究費」、「（２）受入予定の研究費」、「（３）現在受け入れている研究費」欄には、本事業だけでなく他の研究費についても記入してください。
①　「資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）」
研究費の名称、研究期間、配分機関等名を記入してください。
　②　「研究課題名（研究代表者氏名）」
　　　研究課題名を記入してください。なお、研究分担者等で参画している場合は、括弧書きで当該研究課題の研究代表者等の氏名を記入してください。
　③　「役割（代表・分担の別）」
　　　当該研究者の役割が研究代表者等の場合は「代表」と、研究分担者等の場合は「分担」と記入してください。
　④　「令和８年度の研究経費（期間全体の額）（千円）」
　　　令和８年度に本人が受け入れ自ら使用する研究費の直接経費の額（応募中のものは応募額）を上段に記入し、併せて研究期間全体で自ら使用する総額（予定額）を下段に括弧書きで記入してください。
また、本人が研究分担者等の場合は、令和８年度に本人が受け入れ自ら使用する分担金の額（予定額）を上段に記入し、併せて研究期間全体で自ら使用する分担金の額（予定額）を下段に括弧書きで記入してください（分担金が配分されない場合は、それぞれ「０」を記入してください）。
⑤　「エフォート」
　本欄に記入する、「（１）応募中の研究費」、「（２）受入予定の研究費」、「（３）現在受け入れている研究費」及び「（４）その他の活動」の係る全仕事時間を100％として、そのうちそれぞれの研究活動等の実施に必要となる時間の配分率（％）を記入してください。「全仕事時間」とは、研究活動の時間のみを指すのではなく、教育活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。
　また、競争的資金制度により研究を行う場合には、当該研究活動に係るエフォートを必ず記載してください。本応募研究課題が採択された場合には、改めてその時点におけるエフォートを決定し、e-Radに登録することとなります。
⑥　「研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由」
　応募中又は受入予定の研究費と本応募研究課題の研究内容の相違点および他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由について、焦点を絞って明確に記入してください。併せて、研究期間全体の直接経費の総額（予定額）を記入してください。

（改ページしてください）


別記様式１－１　研究課題概要図　Ａ４用紙１枚（縦・横いずれでも可）必須
	課題名
	



※１　研究課題の全体像が体系的に分かるように、イラスト・写真・図表などを用いて、様式２の「１（１）研究目的」の達成目標を中心に、研究の背景や波及効果、政策課題の解決への貢献を加味した平易で簡潔なフロー図を作成してください。

※２　必ずＡ４用紙１枚にまとめてください。必要に応じて用紙を横長に使用しても構いません。

　　具備すべき項目
　　　〇研究の達成目標（解決すべき課題と研究期間終了時の明確な目標）
　　　〇研究内容の概要
　　　〇参画研究機関の役割と連携関係
〇本研究により開発された新品種の普及計画（想定される社会実装・実用化の内容及びその時期）
〇実用化されることによる波及効果、政策課題や国民のニーズの解決への貢献

（改ページしてください）


[bookmark: _Hlk90321933]別記様式１－２　研究グループの構成（審査項目３関係）　Ａ４用紙１枚（縦・横いずれでも可）
※　研究グループを組んで応募する場合、本様式は必須です。
単独機関で応募する場合、本様式は省略可能です。※　参画する研究機関が、どのような関係性をもって研究を実施するのか、図で分かりやすく記載してください。

（改ページしてください）


別記様式１－３　研究課題の構成及び年度目標（令和８年度細部研究計画）必須
[bookmark: _Hlk90322057]（審査項目２関係）　
※　令和８年度に実施する課題のみ記載してください。
ア　中小課題ごとの研究計画
[bookmark: _Hlk33778507]中課題１．○○○○・・・・・（中課題名を記載）
小課題（１）○○○○・・・・・（小課題名を記載）＜担当機関：○○○○＞
※　小課題を設けない場合は、中課題ごとの研究内容（開発目標、手法等）を記載してください。その場合、「（１）小課題名」は記載不要です。
①　当該課題の研究目的（研究期間全体）
※　この小課題に関連するこれまでの自己の研究経緯あるいは他者の研究を含めた研究状況について、残されている問題を説明し、当該課題を実施する目的、必要性を簡潔に記載してください。（200字程度）
②　令和８年度の達成目標
※　②に記載した内容対して、令和８年度に達成できる範囲（「いつまでに」、「何を」達成するか極力数値目標を記載。）を入れて、具体的かつ簡潔に記載してください。（100字程度）
③　令和８年度の研究内容
※　研究目的を達成するための研究手法・内容を具体的かつ簡潔に記載してください。（300字程度）

小課題（２）○○○○・・・・・（小課題名を記載）＜担当機関：○○○○＞
①　当該課題の研究目的（研究期間全体）

②　令和８年度の達成目標

③　令和８年度の研究内容

※　以下、課題毎に繰り返し記載する。


イ　研究成果の活用に向けた計画や想定される取組や体制
※　得られる成果の活用及び想定される取組みや体制の構築について、令和７年度に実施する予定の行動内容を具体的に記載してください。

（改ページしてください）


ウ　研究機関別の試験研究計画
	
	機関名
（支所等名まで記載）
	住所
	試験研究内容

	代表機関
	○○○研究センター
	〒○○－○○
○○県・・・

（※研究実施場所
〒○○
○○県・・・）
	・・・の解析や・・・・・・・・・技術の開発を実施する。
開発された・・・・・・技術等の研究成果等を参画機関に提供するとともに、ウェブサイト等により全国に公開する。

委託費計：　　　　　円

	共同研究機関
	○○県○○試験場○○支所
	
	○○大学が解析した・・・・・・・・・・・情報を基に・・・・・・・・・・・・・評価手法を開発するとともに、・・・・・・・・・の現地調査を行い、・・・・・・・技術の開発も併せて実施する。

委託費計：　　　　　円

	
	○○県○○研究センター
	
	各参画機関の研究情報、評価手法及び試作品の改良を踏まえて、・・・・・・・・・・マニュアルを作成して配布する。

委託費計：　　　　　円

	
	○○大学○○学部
	
	本研究の基盤となる・・・・・・・・・の解析を実施する、また、その成果を踏まえた・・・・・・・・・・・・・・・・・・・の解明を行う。解析の結果、明らかになった・・・・・・・・・情報を他の参画機関に提供し、研究課題の推進を図る。

委託費計：　　　　　円

	
	（独）○○機構○研究所
	
	○○大学、○○県○○試験場○○支所の解析した情報を基に○○株式会社と共同で・・・・・・・・の試作を実施する。プロトタイプ（試作品）を作成し、使用者の意見を聞きながら改良を加える。

委託費計：　　　　　円

	
	○○株式会社

	
	○○機構○研究所と共同で・・・・・・・の試作を実施する。プロトタイプを作成し、使用者の意見を聞きながら改良を加えて、実用化を図る。

委託費計：　　　　　円


（必要に応じて行を追加・削除）

※　試験研究内容には、令和８年度に実施する内容を簡潔に記載してください。
※　研究機関の住所以外の場所で研究を実施する場合は、住所欄に（　）書きで当該住所を記載してください。

（改ページしてください）








2
[bookmark: _Hlk90322201]別記様式１－４　研究課題の構成及び年度目標（各年度）（審査項目２関係）　必須
※１　研究課題の最小単位（中課題又は小課題）毎に各年度の目標について、極力数値を記載するなど、様式２の「１（１）研究目的」の達成目標との関係がわかるように、具体的に記載してください。
※２　中課題順に１．、２．、・・、小課題順に（１）、（２）、・・と番号を付してください。
※３　共同研究機関については、研究の効果的・効率的な推進を図る観点から、課題構成と参画機関の役割分担を明確にするとともに、参画機関数は過度に多くならないように配慮してください（１小課題（最小単位の課題）は、原則として１機関で分担する体制としてください）。
※４　各課題において、研究を実施しない年度の項目には、記載しないでください。
※５　該当しない年度は削除してください。
	研究項目
	研究実施機関
	令和８年度目標
	令和９年度目標
	令和10年度目標
	令和11年度目標

	中課題１．中課題名を記載
	
	
	
	
	

	小課題（１）小課題名を記載
	
	
	
	
	

	小課題（２）小課題名を記載
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



（改ページしてください）



[bookmark: _Hlk531609156][bookmark: _Hlk531608328][bookmark: _Hlk27665282]別記様式２ 参画機関の知的財産への取組状況等　原則Ａ４用紙３枚以内・必須
（審査項目３関係）
１　各参画機関における、知的財産方針等の知的財産の管理に関する方針の有無
※　当該項目については、各参画機関が知的財産の管理に関する方針等を定め、その方針等に基づいて知的財産の管理を行っているかを確認させていただくものなので、各参画機関の知的財産の管理に関する方針等を定めている場合は、○印を記入し、内容について記載してください。
なお、普及・実用化のみを実施する機関については、実際に研究開発を行わないことから記載は不要とします。
	管理方針
の有無
	知的財産方針等の知的財産の管理に関する方針の内容

	（記載例）

○

	（記載例）
参画機関○○「有」：○○知的財産方針
参画機関○○「有」：知的財産に関する基本方針
参画機関○○「無」



２　各参画機関における知的財産部門や担当官等による管理体制の有無
※　当該項目については、各参画機関における知的財産の管理体制について確認させていただくものなので、各参画機関の知的財産の管理体制を定めている場合は、○印を記入し、内容について記載してください。
なお、普及・実用化のみを実施する機関については、実際に研究開発を行わないことから記載は不要とします。
	管理体制の有無
	（記載例）　○　

	管理体制の内容
	（記載例１）
参画機関○○「有」
知的財産全般の管理を行う知的財産部を設置し、担当○名により管理
参画機関○○「有」
○○課に知的財産の管理等を行う者を配置
　参画機関○○「有」
○○長が一括管理（適宜、外部弁理士等に相談）
　参画機関○○「無」

（記載例２）









３　知的財産の実施許諾
※　研究成果による知的財産を活用した企業化を一層促進する観点から、知的財産の取得後、広く実施許諾できるようにする方針があれば記載してください。
	
（記載例）
本事業で得られた研究成果のうち、○○○を用いた○○○技術については特許化を行うが、本技術を各産地で広く普及させるために知的財産の取得後５年後を目途に広く○件以上実施許諾できるようにする予定である。






研究グループの構成員として参画している研究機関が、当知的財産の実施許諾を確認し、同意している場合は、以下の様式に○を記入してください。

	当知的財産の実施許諾は、研究グループの構成員として参画している研究機関に内容を確認していただき、同意を得ています。
	



（改ページしてください）


別記様式３ 情報管理実施体制について（審査項目３関係） 　必須

　情報管理実施体制
	（記載例）

【代表機関：○○○○○○】　　　　　　　　【共同研究機関：○○○○○○】
　情報管理統括責任者　　　　　　　　　　　　　情報管理責任者
　　役職：○○○○　　　　　　　　　　　　　　　役職：○○○○
　　氏名：○○○○　　　　　　　　　　　　　　　氏名：○○○○

　情報管理責任者　　　　　　　　　　　　　【共同研究機関：○○○○○○】
　　役職：○○○○　　　　　　　　　　　　　　情報管理責任者
　　氏名：○○○○　　　　　　　　　　　　　　　役職：○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【共同研究機関：○○○○○○】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報管理責任者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職：○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：○○○○



※　適切な体制が整うのであれば、情報管理統括責任者及び情報管理責任者は、研究代表者（研究分担者）と同一の者でも構いません。


（改ページしてください）

別記様式４ 研究管理運営機関を活用する理由書 Ａ４用紙１枚以内・該当研究課題のみ提出

	課　題　名
	


	代表機関名
	

	研究代表者名
	


	研究管理
運営機関名
	

	研究管理運営
機関の責任者名
	




・研究管理運営機関を活用する理由
※　本事業では、生研支援センターが必要と認めた場合に限り、研究代表者が所属する研究機関等（研究グループで応募する場合は代表機関）とは別に、生研支援センターとの委託契約業務や経理執行業務を担う機関（以下「研究管理運営機関」という。）を設置できるものとします。

［研究運営管理機関を設置できる場合］
・　地方公共団体において、研究の実施に当たって事前に予算措置を要する等の特殊性を考慮し、地方公共団体に所属する研究者が研究代表者となる場合であって、かつ、地方公共団体に経理責任者を配置することが困難と認められる場合
・　研究代表者が中小企業等に所属している、又は研究グループに多数の中小企業等が参画しており、国との委託契約の実績がほとんど無いため、委託契約の締結が著しく遅延すると認められる場合

   これは、特例措置であることから、本様式に、代表機関が国と委託契約を締結することが困難な理由を明確に記載してください。
　　また、本様式を提出するにあたっては、必ず都道府県又は中小企業等の財政担当部長等の了承を得るとともに、財政部局担当者の連絡先（担当者氏名、所属部署、役職、電話番号及びE-mailアドレス）を記載してください。
令和○○年○○月○○日
代表機関の財政担当責任者
	担当者の連絡先

	担当者氏名
	

	所属部署
	

	役　　　職
	

	電話番号・FAX
	


	E-mail
	


（改ページしてください）


別記様式５ 協力機関・研究支援者の情報等 　Ａ４用紙２枚以内・該当研究課題のみ提出
（１）協力機関情報
	協力機関１
	協力機関名
	農業者　○○ ○○

	
	協力内容
	ほ場において・・・の技術の実証を行い、ほ場栽培における課題を把握する。

	
	構成員としない理由
	実証試験を行うほ場の管理や技術への意見・評価のみを行う、研究活動は実施しないため。

	協力機関２
	協力機関名
	有限会社○○○○

	
	協力内容
	本研究で開発される・・・について、実用化及び商品化に向けた・・・の実証試験等を行う。

	
	構成員としない理由
	コンソーシアムに参画せず、共同研究機関からの請負として実証試験を行うため。



（２）研究支援者情報
	氏名
	○○　○○　（ふりがな）

	年齢
	○○歳

	所属・役職
	公益社団法人○○、○○支援コーディネーター
○○機構、○○マッチングプランナー

	国との関係
	※　国で行っている事業等において支援を行っているものについて記載してください。
（記載例）
農林水産省産学連携支援事業コーディネーター
JST○○コーディネーター

	経歴
	※　これまで従事した業務や、コーディネート・マッチングした実績やマッチング等によって研究成果を活用した製品が開発されたなどの実績を具体的に10事例以内で記載してください。
（記載例）
○年３月、○○機関において○○に従事
○年６月、○○社と○○法人との商品開発のマッチングを実施し、開発された商品が○年３月より販売開始

	本研究における役割
	※　本研究において研究支援者が、何のために（目的）、何をするのか（役割）を記載してください。
（記載例）
□□の実用化に向けて、株式会社□□と△△大学の橋渡しを行う。



（改ページしてください）


別記様式６　データマネジメントプラン　必須

本事業では、別紙５のとおりデータマネジメントに係る基本方針を定めておりますので、基本方針に基づきデータマネジメントプランを作成してください。

（※）様式はウェブサイトに掲載しています。
「別添（別記様式６関係）データマネジメントプラン.xlsx」

（注）データマネジメントプランは、PDF化の上、応募様式（研究課題提案書）に結合してください。





	応募者が、本事業で実施する研究活動において農業者等からデータを受領・保管することを予定している場合は、「農業分野におけるＡＩ・データに関する契約ガイドライン」（令和２年３月農林水産省作成）に示す留意事項に配慮した上で、契約条項例を参考として契約を締結することが必要になるため、「別添（別記様式６関係）データマネジメントプラン.xlsx」の一番右欄で「契約の対象」を選択してください。



※　審査の結果、委託先候補となった場合は、契約締結までに「農業分野におけるAI・データに関する契約ガイドライン（以下、ガイドライン）」に準拠したデータ提供等の契約を相手の農家等を締結してください。
また、研究開始に当たり、契約内容がガイドラインに準拠していることを確認したチェックリスト（別紙４）と、契約先の農家等に契約内容を説明し、同意を得て契約した旨を記載した同意書を、セットで保存してください。当該チェックリストと同意書は、生研支援センターが提出を要請する場合には提出してください。
なお、要請に基づき提出されない場合、あるいは作成されていない場合、委託契約書に基づき、契約の打ち切りと委託費の返還となることに留意してください。


（改ページしてください）



[bookmark: _Hlk92203594]別記様式７　研究倫理に関する誓約書　必須

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
生物系特定産業技術研究支援センター所長　殿


研究倫理に関する誓約書

[bookmark: _Hlk92203677]令和７年度補正予算「生産性の抜本的な向上を加速化する革新的新品種開発（提案公募型）」の応募にあたり、「農林水産省所管の研究資金に係る研究活動の不正行為への対応ガイドライン」（平成18年12月15日付け18農会第1147号農林水産技術会議事務局長、林野庁長官及び水産庁長官通知）を遵守いたします。
なお、委託業務事務担当者説明会資料の動画については、視聴し、これらの内容について、遵守することを誓約いたします。


令和　　年　　月　　日


コンソーシアム名　（単独機関で応募する場合、コンソーシアム名欄は記載不要。）
代表機関名
研究代表者名

※　委託業務事務担当者説明資料の動画については、研究代表者が下記のサイトから視聴してください。
https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/contents/common_form/index.html
※　青文字の記入要領は削除して提出してください。
※　押印は不要です。

